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環境レポート 
（２００８年度 環境目標の達成状況） 

 
 

国際安全管理規則（ＩＳＭ-ＣＯＤＥ）による当社の安全管理規程（ＳＭＳ）が大幅に改定さ

れるのにともない、２００５年６月より環境マネジメントシステムの構築作業が船舶部にお

いて開始いたしました。その後同年１１月４日、マニュアル並びに手順書の作成が完了し、

２００６年１月１日より当社及び当社が管理している船舶において環境マネジメントシステ

ムの運用を開始いたしました。 
 

２００６年６月２６日、日本海事協会より環境マネジメントシステム登録証書が交付され、

当社における環境に対する取り組みが正式に始まり、本年６月２５日で３年目の更新審査

を迎える事となりました。今回の環境レポートにおいては、この３年間の当社の環境に対

する全社的取り組みに関する評価並びに見直しについても報告いたします。 
 
 
 

国際海上貨物運送業としての当社における環境活動の主目的は、運航管理、保船管

理に従事する者、並びに船舶乗組員に対して環境影響や汚染の予防についての適確な

環境教育を実施する事です。これにより社員及び船舶乗組員が安全運航を確保するた

めの技術の向上が図られ、海洋汚染の予防に直接関与出来るのです。 
 

上記の認識により、毎年の環境目標に『海難事故、海洋汚染事故の発生を“ゼロ”にす

る』ことを、また、その達成手段として「安全教育の徹底並びに会社と船舶間の良好なコミ

ュニケーションの保持」を掲げてきた次第です。その結果、目標達成のために多くの時間、

通信費等を費やしましたが、幸いにも事故発生“ゼロ”は達成されました。  
 

他方で、船上設備機器の不具合ではなく、陸上側の荷役設備機器の不良により、その

機器の作動油が当社管理船の船上甲板に漏洩した事故が一件発生しました。その際は

本船乗組員の迅速な対応により漏洩した作動油が海上へ流出するのを止め、油汚染事

故の拡大を防止することが出来ました。これは当社環境教育、訓練の成果の表れと思わ

れます。 
 

また、当社管理船が米国サバンナ港にて当局の船舶検査時、廃棄物保管についての

不適合（果物の皮及び食べカスを蓋の無い缶に棄てていた）により罰金１，０００ドルを科

される事案が発生いたしました。本件については内部監査時に是正処置につき調査を行

い、適正に再発防止策がとられている事を確認しております。 
 

 
 
 
 
 



 2

＜今後の改善にむけての課題について＞   
ＩＳＯ１４００１の認証取得後３年が経過し、社内及び管理船においては当社環境方針に

ついての理解は深く浸透してきていると考えております。しかしながら環境方針にも掲げ

ている環境に関する国際条約や諸外国における法規制は一段と厳格なものとなってきて

おります。また頻繁に新たな規制、法改正がなされ、その環境保全基準を適確に順守す

るための資源の投入は益々増大することが予想されます。 
 
現時点において検討されている国際条約、あるいは新たに施行された法規制について

は次のようなものがあります。 
 
➀バラスト水管理条約            ---- バラスト水処理装置の設置が強制要件 
➁ＭＡＲＰＯＬ条約 Ａｎｎｅｘ Ⅵ の改正 ---- ＮＯｘ排出規制 主機関の改造 

                                             ＳＯｘ排出規制 対象海域、規制の強化 
➂米国（環境保護庁：ＥＰＡ） における規制の強化 

 
 
当社の全社員は、環境方針並びに目的、目標の達成に向けて、自分にはどのような事

が出来るか、今日から出来る事にはどのようなものがあるかを常に考えて実行する必要

があります。さらに、社員一人ひとりの環境保護活動が当社の文化として根付き、継続し

て改善されるようにしていかなければなりません。 
 
 

＜環境会計について＞  
３年間（２００６‐２００８）において当社の環境マネジメントシステムに関する主だった収

支は以下の通りとなります。 
 
➀環境教育に関連した環境審査員、内部監査員研修１４名                     約１００万円 
➁気象サービス会社との契約    管理船４隻                約４１７万円 

営業部運航船                    約１，０４３万円 
➂３Ｆ消火報知器・空調工事、２Ｆ空調工事（空調温度制御の細分化）  約２６０万円 

                                      合計    約１，８２０万円 
 

総務部で管理しているコピー用紙、コピー料金については、 
➃２００７年度は２００６年度に比較して     ４８８，０００円の削減効果 
➄２００８年度は２００７年度に比較して     １５２，０００円の削減効果 

 
電気料金（電力会社の電気使用料金改定を含む）は、 
➅２００７年度は２００６年度に比較して     ７０５，０００円の削減効果 
➆２００８年度は２００７年度に比較して     ２２３，０００円の増加 
（電力使用量については２００７年比＋７４５ｋｗｈ、＋１％） 
 
となり、合計１，１２２，０００円の削減効果を得ることが出来ました。 
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＜燃料消費効率について＞ 
営業部で実施している燃料消費効率（輸送トンマイルあたりの燃料消費率）において

は、 
 
➀２００７年度は２００６年度に比較して燃料消費効率が４．６％ＵＰ ＝ ３，２００Ｍ/Ｔの 

消費削減 
（有効貨物輸送実績においての削減量）  

３，２００Ｍ/Ｔ×＠４１２ドル×１１５円 ＝ 約１．５億円  
（ＣＯ２削減量） 概算            

３，２００Ｍ/Ｔ×（２．９８５７２） ＝ ９，５５４トン         
 
➁２００８年度は２００７年度に比較して燃料消費効率が１．０％ＵＰ ＝ ２４０Ｍ/Ｔの 

消費削減 
（有効貨物輸送実績においての削減量） 

２４０×＠５２７ドル×１００円 ＝ 約１，２７０万円  
（ＣＯ２削減量） 概算                        

２４０Ｍ/Ｔ×（２．９８５７２） ＝ ７１７トン 
 
  となり、合計１０，２７１トンのＣＯ２削減効果を得ることが出来ました。 
 
 

以上 


